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相当数の地方自治体は貸借対照表・行政コスト計算書など４表に基づく財務報告書を作成し

ている。一体、これらは何に使えるのか。 

 

（展開） 

 財政学の問題意識と財務会計制度の接点を探るのは古くて新しい課題である。 

 まず第１部「公会計改革の進展と政府会計のあり方」で政府会計のあり方と現金主義会計

と発生主義会計の関係についての考察がなされる。 

第１章「政府の財務活動の特徴と政府会計のあり方、財務分析の視点」で民間企業と政府

を対比させ、政府会計のあり方を述べている。 

さらに、第２章「現金主義会計と発生主義会計の関係と持続可能性の条件」で現金主義会

計と発生主義会計がどのように関係しているかが示され、特に現金主義会計に親しんだ者の

視点で、発生主義会計をどうみればよいかを示し、建設公債主義のもとで持続可能性の条件

がなぜ主として現金主義会計から得られるかについて述べている。この２章が総論的な位置

づけである。なお、補章では「公会計改革の経緯と３つのモデルが並列する現状」を概説して

いる。 

 続いて第２部「公会計と財政の健全化」では、財政の健全性の考え方について示され、第３

章「自治体財政健全化法と公会計改革の視点」では、自治体財政健全化法の健全化比率な

どの指標が現金主義会計をベースとしながら、公営企業会計については、発生主義会計との

接点があることが示される。 

さらに、第４章「財政分析の考え方と公会計改革」では、それをもとに財政分析の考え方と

具体的な手法を示している。 

 最後に第３部「公会計と情報開示・政策マネジメント」では、国や地方の公会計に関連する

テーマについて取り上げられ、第５章「地方公営企業会計の改革」と第６章「財政投融資にお

ける政策コスト分析」では、地方公営企業、財政投融資対象機関とそれぞれにおける情報開

示がどのように進んできたかについて展望。 
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また、第７章「公会計と政策マネジメント」では、財務書類４表の分析などの具体例を示し、

第８章「国の財務書類の作成・公表の状況」では、地方会計との違いである年金債務の取り

扱いなどに注目し、国家財政における財務書類の考え方を取り上げている。 
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